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国立大学法人 北海道大学
 

１．整備組織名  知財・産学連携本部（平成１９年９月までは知的財産本部） 

 

２．大学からの報告 

（１）当初計画（大学知的財産本部整備事業） 

U（１）大学知財の一元マネジメント U 原則機関帰属となる知的財産を一元的にマネジメントす

る部局横断的な全学組織として知的財産本部を設置する。知財本部は，大学全体と，地域活性

化を目指して産学官連携の核を築く北大リサーチ＆ビジネスパーク構想（以下，Ｒ＆ＢＰ）の

中で，知的財産をマネジメントしていく。 

U（２）段階的目標設定U 重点施策を定め３期に分けて推進する。第１期（平成１５,１６年度）

は基盤の整備と出願数の増大，第２期（平成１７,１８年度）活用されやすい特許の出願数の増

大，第３期（平成１９年度）は活用実施の拡大とする。整備事業終了後は，この基盤をもとに

学内組織の再編を図り，自立運用を目指す。 

U（３）体制と機能 U 知的財産本部は総長直属の体制とし，本部長に知的財産に関する権限を委

譲する。知財活用に当っては，北海道ティー・エル・オー（株）（以下，北海道ＴＬＯ）や（独）

科学技術振興機構（以下，ＪＳＴ）と連携するとともに，学内では先端科学共同研究センター

リエゾンオフィスとの協働を図る。 

 

（２）自己評価 

知財本部を全学の知的財産を一元的にマネジメントする組織として設立し，全学的な組織と

して機能させるとともに、地域活性化を目指した北大リサーチ＆ビジネスパーク構想（以下、

Ｒ＆ＢＰ）で、知的財産を核とした産学官連携の支援を行い、効果が上がった。 

また、段階的に知財本部整備事業を進める方針を立て、第１期(１５,１６年度)は基盤の整備

と出願数増大、第２期(１７,１８年度)は発明の質の向上、第３期(１９年度以降)は活用実施の

拡大と着実に事業を推進し、学内に基盤を構築できた。平成１９年度には、共同研究契約に産

学連携推進経費を導入し、整備事業終了後の知財本部の経営基盤の確保を図った。 

さらに、第２期に北海道ＴＬＯとの業務協定を締結して質の向上を図るとともに、第３期に

創成科学共同研究機構リエゾン部（旧先端科学共同研究センター）と機能統合した知財・産学

連携本部を立上げ活用の実施を図る等、段階的な体制整備を進め、効果を上げた。 

 

 

３．審査・評価小委員会における評価 

＜評定要素＞（平均点） 

① ３．３点 ② ３．１点 ③ ３．１点 ④ ２．８点 ⑤ ２．９点 

＜コメント＞ 

全学的な産学官連携と知的財産マネジメントの融合連携組織体制の整備がなされており、目標

数もほぼ達成できている。特に、人材養成の１つとして「知的財産リサーチャー」として、大学

院生やポスドクに先行技術調査等を委嘱し、若手の知的財産に係る啓発に取り組んでいること

は、将来その者がそこで得られた知識をもとに効率的に研究を行うことができるので、評価でき

る。 

 ただし、国際的な活動の戦略として、何をターゲットとし、海外の人脈をどう活用するかにつ

いての検討が求められるとともに、中間評価でも指摘されたように研究成果の活用について、大

学発ベンチャー創出件数やライセンス等収入増に反映されていない点が課題として残った。 

 今後は、大学発ベンチャー創出の取組強化や、研修会やセミナーの共催などに留まることなく、

他機関との協働を模索することが求められる。また、地域ネットワークの構築とそれらのマネジ

メントの重要性を認識し、責任ある体制で取り組むことを期待する。 
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北海道大学 

◎事業終了時の体制図（平成 20 年３月時点） 

 
 

◎成果事例 

 

 
 

産学連携のきっかけは大学との受発注関係
であった。技術を担当している㈱エストコ
スモが、長谷山研究室への機器納入業務の
中で、研究内容の一部に触れる機会があっ
た。一方、当該技術が札幌市の事業に有効
であることが判明したが、当該企業が産学
連携に関しては未経験であったため、知
財・産学連携本部が仲立ちをした。

プログラム・モジュールは完成していたため、
北大と㈱エストコスモの間で、そのモジュー
ルを評価するための契約を締結した。その上
で㈱エストコスモは、札幌市の事業に対して
応募し、採択され、北大からの技術移転の下、
技術開発を行うこととなった。

特許出願：国内 ２件
・「映像分類装置、映像分類方法、映像分類
プログラムおよびコンピュータ読取り可能
な記録媒体」

・北大単独で特許出願済み→評価契約
・事業主体の（財）さっぽろ産業振興財団に
仮通常実施権を許諾

●技術への貢献
デジタル・コンテンツ用情報基盤に必要な要素のうち、類似動画の検索システ

ムを提供した。デジタル・コンテンツの中でも動画は、複数の静止画や音声から
成るコンテンツ群であるため、テキスト情報で分類・検索しようとしても限界が
あった。そこで、直感的にコンテンツを検索することを可能にするシステムとし
て、本技術が採用された。
●市場への貢献

この情報基盤は、札幌国際短編映画祭（第３回となる2008年は9月11～15日
に開催）に合わせて利用が開始される予定である。事業主体である（財）さっぽ
ろ産業振興財団は、本サービスの使用料を徴収することはしないため、本技術が
直接的に市場に投入されることにはならない。寧ろ、今回の成果は、下記に示す
とおり社会的貢献の側面が大きいと考えられる。
●社会への貢献

同映画祭は今年で３回目を迎える大規模なイベントである。そこでは、世界か
らエントリーされた作品を観客が楽しむのは勿論のこと、多くのバイヤーが訪れ、
コンテンツ・ビジネスも活発に行われている。しかし、エントリー数が多くなる
と作品の取捨選択が困難になる。また、デジタル・コンテンツに関するビジネ
ス・モデル環境も変化している。このため、札幌市におけるデジタル・コンテン
ツ・ビジネスをプロモートしていくためには、クリエイター／バイヤー双方の
ニーズに対応する必要があった。

本情報基盤の整備によりデジタル・コンテンツ・ビジネスの市場が活性化され
ることが期待される。このような施策上のニーズに対応することは、産学官連携
の重要な目的の一つであり、大きな社会的貢献を果たすことができたと考えてい
る。

知財管理（特許化、知財保護） 技術移転の概要

国立大学法人北海道大学
知財・産学連携本部

創 出

デジタル・コンテンツ用情報基盤整備への貢献

産学官連携のきっかけ（マッチング）

共同研究

北海道大学 長谷山研究室が開発
した技術を企業に技術移転。
その技術を基に当該企業は行政が
主導する事業に参画。
行政が必要とする情報基盤の整備に
貢献した。

管 理 活 用

札幌市ではデジタル・コンテンツ・マーケット創出事業を進め、
本事業を通じてクリエーターニーズの反映・デジタルコンテンツ
の集積による新産業の創出を図っている。そのためにはコンテン
ツを検索・配信するための情報基盤の確立が必要であった。

北大知財・産学連携本部では同大学院情報科学研究科 長谷山研
究室の発明を活用し、株式会社エストコスモ、（財）さっぽろ産
業振興財団の連携による情報基盤整備に貢献した。

要約 デジタル・コンテンツ用情報基盤の整備

連携機関

北海道大学 大学院情報科学研究科メディアネットワーク専攻 情報メディア学講座 長谷山美紀
株式会社エストコスモ 柳谷 武志

（財）さっぽろ産業振興財団 小林 大介

実施料等収入（累計）

２７３万円

受賞歴

評価／通常実施

実施料等収入の種別




